
Isuzu Benelux 
自動車輸入販売（ベルギー／ドイツ）

Isuzu Mexico
自動車組立・輸入販売
（メキシコ）

MMC Ukraine
自動車輸入販売
（ウクライナ）

MMC Rus 
自動車輸入販売（ロシア）

MC Bank Rus
自動車販売金融（ロシア）

宏菱融資租質（上海）
自動車販売金融（中国）

Mitsubishi Motors Malaysia 自動車輸入販売（マレーシア）
Isuzu Malaysia 自動車輸入販売（マレーシア）

Suku Cadang Oto Sejahtera 
（ブランド名: Tokoparts）

マルチブランド自動車部品eコマースおよび卸売業
（インドネシア）

Mitsubishi 
Motors 
Vietnam 
自動車組立・販売
（ベトナム）

Isuzu Philippines 自動車組立・輸入販売（フィリピン）

三菱自動車工業 自動車および部品製造・販売（日本）

スペア・テクノロジーソリューションズ 
AIオンデマンド交通システムの提供（日本）

Moplus 次世代モビリティサービス、EVを活用した
エネルギー関連サービスの提供（日本）

A-Drive 自動運転ワンストップサービス提供事業（日本）
イブニオン EV総合サービスプラットフォーム事業（日本）
TOYO TIRE タイヤ事業・自動車部品事業（日本）
ネクスト・モビリティ AI活用型オンデマンドバスの展開（日本）

タイにおけるいすゞ自動車製品の輸入・販売を1957年
に開始。1974年にいすゞ自動車製車両のタイでの総販
売代理店として、Tri Petch Isuzu Sales Co., Ltd.（TIS社）
を設立。タイで生産されたいすゞ自動車製車両の輸出
を2003年に開始し、現在では世界100カ国以上への輸
出に拡大。販売事業を営むTIS社を中心に、販売・販売
金融・アフターセールスなど幅広く事業を展開し、商用
車市場でトップブランドの地位を築いています。

インドネシアにおける三菱自動車および三菱ふそうトラック・バス
製品の輸入・生産・販売総代理店として、1970年にPT. Krama Yudha 
Tiga Berlian Motors（KTB社）を設立、半世紀以上にわたり自動車
事業を展開しています。2017年4月にはKTB社を取り扱いブランド
別に事業再編し、三菱自動車製品を扱うPT. Mitsubishi Motors 
Krama Yudha Sales Indonesiaおよび三菱ふそうトラック・バス製
品を扱うKTB社を中心に生産・販売・販売金融・アフターセールス・
中古車販売などの強固なバリューチェーンを構築しています。

インドネシア事業
自動車事業バリューチェーンを展開

タイ事業
タイ国内販売および世界各国への輸出事業

2012年にIsuzu Motors India Private Limitedを設立
し、インドでのいすゞピックアップ車両やSUVの販
売を開始しました。2016年からはインド南部アンド
ラ・プラディッシュ州にある自社工場での生産を開始
し、インド事業の本格展開を進めています。近年は、
インド国内だけではなく中東諸国等への輸出も通じ
て、インド自動車産業発展への貢献に努めています。

2019年にインド最大の独立系アフターセールス事業
者であるTVS Automobile Solutions Private Limitedへの
本格出資を行いました。2024年度には傘下のマルチブ
ランドディーラーであるTVS Vehicle Mobility Solution 
Private Limitedへの出資参画、中古車オークション事
業を営むTVS Certified Private Limitedを新規設立しま
した。広範な顧客基盤とデジタル技術を活用しなが
ら、モビリティのライフサイクルを通じた価値向上
を目指しています。

インド事業
インド国内での生産・販売および
中東諸国等への輸出事業

TVS事業（インド）
自動車アフターセールス事業、
中古車オークション事業および、
マルチブランドディーラー事業

タイのブリヂストンタイヤ販売会社です。
タイにおけるブリヂストンブランドの価値
向上に貢献しています。

スペインに本社を置くAstara Mobility, S.A.（1979年創
業）は、複数の自動車ブランドとの長年にわたる信頼
関係（世界19カ国、41のブランド※）と革新的なテクノロ
ジーを融合させ、自動車販売、サブスクリプションサービ
スなど、柔軟かつ持続可能なモビリティソリューション
を提供する総合モビリティカンパニーです。三菱商事は
2020年から参画しています。
※2025年3月31日時点

タイヤ事業（タイ）
Bridgestone Sales (Thailand)

Astara Mobility（スペイン）
自動車輸入販売／モビリティサービスプロバイダー
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� モビリティグループは、乗用車・商用車の海外現地生産・販売、販売金融、アフターセー
ルス等、自動車関連のバリューチェーンをASEANを中心にグローバルに展開するととも
に、モビリティxエネルギーxデータ（DX）を組み合わせて多様な顧客ニーズに応え、社
会課題を解決するモビリティサービス事業を推進しています。
� デジタル化やCASEの進展による業界構造変化を捉え、長年培ってきた機能と地域密
着型のネットワーク等の事業基盤をさらに強化し、ヒトやモノの最適な移動を支えるモビ
リティの提供を通じて、豊かで快適な社会の実現に取り組んでいきます。
　また、電動車両や蓄電池の普及等を通じて、脱炭素社会および持続可能な省エネル
ギー社会の実現に寄与していきます。

モビリティグループ
Mobility Group

自動車事業本部 ▪自動車インドネシア部　▪自動車アセアン・南西アジア部　
▪自動車ユーラシア・米州部　
海外現地生産・販売事業／海外販売金融、アフターセールスなどの関連事業／
自動車輸出事業（完成車・組立部品・補用部品）

いすゞ事業本部 ▪いすゞアセアン部　▪いすゞ豪州・欧州・米州部　
▪いすゞインド・中東・アフリカ部
海外現地生産・販売事業／海外販売金融、アフターセールスなどの関連事業／
自動車輸出事業（完成車・組立部品・補用部品）

モビリティサービス本部 ▪次世代モビリティ事業開発部　▪モビリティリテイル事業部
▪タイヤ事業開発部
次世代モビリティ事業（オンデマンドバス・自動運転等）／ブランドフリー川下
事業（アフターサービス・中古車・マルチブランドディーラー等）／タイヤ製造販
売事業

eモビリティソリューション本部 ▪国内eモビ事業部　▪海外オートリース事業部　▪海外eモビ事業部
EVフリートマネジメントおよびオートリース事業／バッテリーバリューチェーン
事業／蓄電・エネルギーマネジメント事業

1994年にベトナムで最初に認可を受けた自動車組立会
社4社の1社として、三菱自動車工業株式会社・現地パー
トナー等と設立、30年以上にわたり自動車生産・販売事
業を展開してきました。過去には三菱ふそうトラック・バ
ス製品も扱っていましたが、2014年に三菱自動車製品
に特化、2016年には三菱商事・三菱自動車工業（株）出
資比率を引き上げ、重点市場として取り組んでいます。
近年は、経済成長・モータリゼーションの進展を背景に、
現地組み立てモデルも増やしながら、販売台数および
収益の拡大に努めています。

ベトナム事業
自動車製品生産・販売事業を展開

2008年にIsuzu UTE Australia Pty Ltd.を設立、豪州にてい
すゞ自動車製ピックアップ（D-MAX）・SUV（MU-X）を販売し
ています。設立以来着実に販売台数を伸ばし、豪州自動車
市場において高い市場プレゼンスを確保しています。現地
市場に合わせた顧客志向のマーケティングにより、いすゞ
ブランドのさらなる向上・事業の拡大を目指します。

豪州事業
豪州国内での輸入販売事業

自動運転・EV社会を見据えつつ、地域社
会や交通事業者が抱える「移動」に関わる
課題解決を通して持続可能な次世代交通
モデルの構築に貢献することを目指し取
り組んでいます。

次世代モビリティ事業（日本）
交通のソリューション提供事業を展開

2024年7月、本田技研工業株式会社との合弁会社と
して設立。脱炭素社会における電気自動車の普及拡
大を見据えた新事業として、バッテリーリース事業、リ
パーパス蓄電事業、スマート充電事業などに取り組ん
でいます。

ALTNA（オルタナ）（日本）
バッテリーバリューチェーン事業
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